消 防 計 画
第1章 総 則 

（目的） 

第１条 　この計画は消防法第８条にもとづき                   における防火管理業務について必要な事項を定め、火災、その他災害の予防及び人命の安全並びに災害の防除を図るとともにその被害を軽減することを目的とする。 

（防火管理者の権限及び業務） 

第２条                      における防火管理者は、                 とし、この計画についての一切の権限を有し、次の業務を実施する。 

(1) 消防計画の検討及びこれの実践についての審議 

(2) 消火、通報及び避難誘導訓練の実施 

(3) 建築物、火気使用設備器具、危険物施設の点検を実施 

(4) 消防用設備等の点検整備の実施 

(5) 火気の使用、又は、取扱に関する指導監督 

2    防火管理者は、必要に応じ管理権原者                 に対し、防火に関する必要な事項について助言、 又は、報告を行い、防火管理者としての責務を果たさなければならない。 

3    防火管理者は、必要に応じ、火元責任者から防火に関する意見を聴取し、実施事項の周知徹底を図るよう努めなければならない。 

（消防機関への事務事項） 

第３条 　防火管理者は、次の業務について消防機関への報告、届出及び連絡を行うものとする。 

(1) 消防計画の提出（改正の都度） 

(2) 建物及び諸設備の使用、変更時の事前連絡並びに法令に基づく諸手続 

(3) 消防用設備等の点検結果の報告 

(4) 火災予防上必要な検査の要請 

(5) 教育訓練指導等の要請 

(6) その他法令の研究並びに防火管理に関する必要事項 

第２章 予防管理対策 

（予防管理組織） 

第４条   日常の火災予防及び地震時の出火防止を図るため、防火管理者の元に火元責任者を別表１に定め、任務分担を指定する。 

（火災予防上の遵守事項） 

第５条　 火災予防のためすべての者は、次の事項を遵守しなければならない。 

(1) 火気使用設備器具は、使用する前及び使用後には必ず点検し、安全を確認すること。 

(2) 喫煙場所等が設けられている場合は始末を完全に実施すること。 

(3) 廊下、通路、階段、出入口等避難のために使用する施設には避難障害となる設備を設け、又は、物品を置かないこと。 

又、避難口等に設けられている扉は、容易に解錠、開放できるように管理すること。 

(4) 改修工事等を行う者は、工事に使用する火気等について、防火管理者の指示を受け実施及び管理すること。 
（火気使用施設等の点検） 

第６条   火気使用施設等の点検基準は、別表２のとおり実施する。 

第３章 消防用設備等の点検 

第７条   防火管理者             は、建物内に設置されている消防用設備等の機能を維持管理するため、別表３により点検を行うものとする。
（消防用設備等点検結果・防火対象物定期点検報告の記録と報告） 

第８条   防火管理者は、点検結果を維持台帳に記録するとともに、 

□　消防用設備等点検結果報告書 

□　防火対象物定期点検報告書 

については、  年に１回消防長又は消防署長に報告しなければならない。 

（不備欠陥等の整備） 

第９条   防火管理者は、建物等及び消防用設備等に、欠陥箇所があるときは、その改修について管理権原者に報告し、改修整備を図るものとする。 

第４章 自衛消防活動対策 

（自衛消防の組織と任務分担） 

第１０条                   の自衛消防組織として、              を隊長 とし、別表４の任務分担により自衛消防隊を編成する。 

第１１条   自衛消防隊長は消防用設備等の配置図、及び避難経路図を作成し、掲示し周知徹底を図るもの とする。 

第１２条   自衛消防隊は、火災等が発生したときは、第１０条に定める任務分担、及び前条により作成した消火器具等の配置図及び避難経路図にもとづき、積極的に行動するものとする。 

第５章 震災対策 

（震災の予防処置） 

第１３条   震災の予防措置として第４条に定める火元責任者は、火気使用設備器具等について次の点検事 項を実施するものとする。 

(1) 火気使用設備器具等の転倒落下の有無について、点検を実施すること。 

(2) 火気使用設備器具等の周囲には転倒、落下の虞のある物品等の有無について、点検を実施すること。 

(3) 陳列及び陳列物等の転倒、落下の有無について、点検を実施すること。 

第１４条   前条により、不備があるときは、速やかに改修及び防護措置を講ずる。 

（震災時の行動） 

第１５条   地震発生時の活動は、次によるものとする。 

(1) 出火防止のため火気使用設備器具を使用している者及び火元責任者は、直ちに当該設備の使用中止、又は、安全確認を行うこと。 

(2) 火災が発生したときは、第１０条に定める任務分担により第１２条の自衛消防活動を行うこと。
第６章 その他の災害 

（その他の災害行動） 

第１６条   その他の災害が発生したときは、前条に準じ活動するものとする。 

第７章 防災教育及び訓練 

（防災教育の実施） 

第１７条   防火管理者は次により、防災教育を行うものとする。 

(1) 従業員全員に対する防災教育は、年２回実施する。 

(2) 新任従業員に対する防災教育は、入社時期に実施する。 

2  防災教育の内容は次により実施する。 

(1) 消防計画に関する事項 

(2) 火災予防に関する事項 

(3) 防火管理業務等に関する、各従業員の任務及び責任事項 

(4) その他火災予防に関する必要な事項 

（訓 練） 

第１８条   防火管理者は次により訓練を行うものとする。 

(1) 通報、消火、避難誘導を連携して行う「総合訓練」を　月と　月の年２回実施する。 

(2) 通報、消火、避難誘導の個々の訓練を行う「基本訓練」は月１回実施する。 

付則 

この消防計画は　　  年  月  日から実施する。 

別表1
	責　任　区　分
	任　　務　　分　　担

	防 火 管 理 者（　　　　　　　　　　　　）

	（　　階）火元責任者
（　　　　　　　　）
	①吸殻、ストーブ等、火気の管理
②火気使用設備器具の管理
③電気設備器具の安全管理
④消火器具の管理
⑤避難施設等の管理
⑥地震時の出火防止に関すること
⑦その他火災予防上必要な事項

	
	（　　階）火元責任者
（　　　　　　　　）
	（上記事項に順じ　　階の管理上、特異な事項を掲載）

	
	（　　階）火元責任者
（　　　　　　　　）

	（上記事項に順じ　　階の管理上、特異な事項を掲載）


別表２
	区　　分
	事　　　項
	回　　　数
	点　検　者

	防火上の設備
	一般
全般
	随時
毎年　月と　月
	

	整理清掃状況
	屋内一般
屋外一般
	終業時１回以上
	

	たき火、喫煙
管理状況
	屋内
屋外
	随時終了後
	

	火気使用施設
	器具
管理状況
	始終業時各１回以上
毎週１回以上
	

	電気設備
	全般
絶縁抵抗測定
	毎日１回以上
６ヶ月に１回以上
	

	危険物関係
	全般
	随時
	


別表３
	消 防 用 設 備 等 の 種 類
	点検内容及び方法
	期　間
	点検結果報告

	□消火器　□消防機関へ通報する火災報知設備　□誘導灯　□消防用水　□連結散水設備　□非常コンセント　
□無線通信補助設備　□その他（　　　　　　　　　）
	外観点検
機能点検
	６ヶ月
	年　　回


	□自動火災報知設備　□水噴霧消火設備等（　　　　　　　）　
□避難器具　□排煙設備　□非常警報設備（　　　　　　　）　　　　□屋内消火栓　□屋外消火栓　□連結送水管　
□スプリンクラー　□動力消防ポンプ　□漏電火災警報器
□ガス漏れ火災警報設備　□その他（　　　　　　　）
	外観点検
機能点検
	６ヶ月
１年
	年　　回

	
	総合点検
	
	

	□非常電源
□その他（　　　　　　　　）
	作動点検
外観点検
機能点検
	６ヶ月
１年
	年　　回


	
	総合点検
	
	

	□配線
	総合点検
	１年
	年　　回


1 　点検基準及び点検票の様式は消防庁告示で定めるとおりとする。
2 　点検の結果報告は消防庁告示で定める消防用設備等点検結果報告書に消防用設備等の種類に応じた点検票を添付し報告する。
別表４
	自 衛 消 防 隊 長（　　　　　　　　　　）
	指揮係
（隊長を補佐して指揮にあたる）
	（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
(                        )

	
	通報連絡係
（消防機関等への通報と、事業所内への報知、到着した消防隊への情報の提供にあたる）
	（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）

	
	消火係
（消火器等の初期消火用具を用いて、消火活動にあたる）
	（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）

	
	避難誘導係
（避難口等を開放し、避難者に適切な誘導にあたる）
	（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　）


